
本日のプログラム

開会挨拶

ご挨拶

国土交通省 不動産・建設経済局長 平田 研

基調講演①

不動産業者等が地域価値共創に取り組む意義 及び 期待する役割

明海大学不動産学部 教授 中城 康彦 氏

基調講演②

受賞活動と受賞後の変化について

第１回アワード大賞 株式会社エンジョイワークス 取締役 松島 孝夫 氏
第２回アワード大賞 NPO 法人福岡ビルストック研究会 理事長 吉原 勝己 氏

座談会

地域価値共創の実践者と共に考える：一歩踏み出すために何が必要か

モデレーター・パネリスト：株式会社リクルートSUUMO 編集長 池本 洋一 氏
パネリスト：株式会社まちづクリエイティブ 代表取締役 寺井 元一 氏

（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会 事務局長 大久保 秀洋 氏
ビーローカル・パートナーズ 加藤 寛之 氏

ご案内

「地域価値共創プラットフォーム」の立ち上げ等について

国土交通省 不動産・建設経済局 参事官 (不動産管理業) 中野 晶子





国土交通省 不動産・建設経済局長
平田 研

開会挨拶



不動産業者等が地域価値共創に取り組む意義
及び 期待する役割

不動産業アワード選定委員長 明海大学不動産学部
教授 中城 康彦 様

基調講演



Strictly Private and Confidential

国土交通省

地域価値共創シンポジウム～

２０２４年９月６日（金）

明海大学 不動産学部
教授

中城康彦

不動産業者等が地域価値に取り組む意義
及び期待する役割

－「地域価値共創プラットフォーム」キックオフシンポジウムｰ



Strictly Private and Confidential

利用価値

造形・景観的
価値

歴史・文化的
価値

象徴・精神的
価値

社会的価値

愛 着
思い入れ

収益性
（需要者価値）

経済価値

市場性
（交換価値）

原価性
（供給者価値）

地域・環境 誇り・満足

出所：中城康彦 『建築プロデュース』 市谷出版社（2019） ｐ53

社会と不動産；価値と価格の接近
☞ ” Price less ”内なる価値 を Price社会で共有する価格に



Strictly Private and Confidential 英国 ラベナム 撮影：中城康彦

☞ 傾いている古い建物にも価値を見出す（ラベナム）

絵に描いたような地域の絵になる家（ギャラリー）で絵を売る

；趣味や多様性を実現する社会社会と不動産



Strictly Private and Confidential

不動産を利用した企業経営の合理化・社会貢献（CRE）

☞ 空気を売って駅を“ただで建て替える”（東京駅）

写真撮影：中城康彦

東京駅超高層ビルが建てられる場所 日本の顔に相応しい風格
観光名所

プロジェクションマッピング
風の通り道

；企業と不動産の付き合い方

CRE：Coｒporate Real Estate（企業不動産）

不動産の総合力が必要

社会と不動産



Strictly Private and Confidential

不動産を利用した公共事業の合理化（ＰＲＥ）

☞超高層ビルと同居させ道路を早く安く造る（環状2号線＋虎ノ門ヒルズ）

写真撮影：中城康彦

東京環状2号線用地買収できず計画のまま☞“マッカーサー道路”

；公共と不動産の付き合い方

PRE：Public Real Estate（公共不動産）

不動の総合力が必要

社会と不動産



Strictly Private and Confidential

https://www.kotohirawower.com/about.htm

l

https://www.office-navi.jp/result/b02011630.htmll

☞ 境内地をビル用地に貸して社殿の費用を賄う（琴平タワー）
不動産と社会

不動産を利用した伝統的文化の保存

；伝統文化と不動産の付き合い方

不動産の総合力（社会性・合理性・創造性）が必要

金毘羅宮都心のビル街に立地する低層の神社

https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?mid=17fAdarcyZpn-bXmz9fgHU69COs2-VAjD&ll=34.68077968227547,135.49905866549386&z=17
https://www.google.com/maps/d/u/0/viewer?mid=17fAdarcyZpn-bXmz9fgHU69COs2-VAjD&ll=34.68077968227547,135.49905866549386&z=17


Strictly Private and Confidential

テムズ川沿いの観光パッケージ商品

http://www.news-digest.co.uk/news/features/20294-london-thames-path.html

テムズ川

倉庫から転用

私

公

共

英国 ロンドン 撮影：中城康彦

☞ 公・共・私がWIN・WIN・WINの関係になる（OXOビル）

地域の価値

民間のビルを貫通させて遊歩道を確保する

；私有財産と公共の福祉の関係

民間マンション

創意工夫で地域の価値を創り出す

不動産の総合力（社会性・合理性・創造性）が必要

テムズパス
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地域の価値

英国 レッチワース 撮影：中城康彦

農家施設（馬小屋）を高齢者住宅に転用する

歴史・景観が継承され地域の価値が熟成する

不動産の総合力（時間の中で考える）が必要

；“粗末なストック”で歴史・構想を繋ぐ
☞ 都市と農村の結婚田園都市構想を留める農家施設（レッチワース）



Strictly Private and Confidential

☞ “過ぎた時間” から“残された時間”へ
時間の価値 ；利用可能な時間が価値の源泉

中城康彦「不動産ストックの有効活用の推進」 財務管理研究第31号日本財務管理学会



Strictly Private and Confidential中城康彦「時間との関係から価値を高めるプロパティマネジメント」 日本建築学会大会
建築社会システム部門 パネルディスカッション資料 2009

☞ 所有と利用・権利と価格をシームレスに
権利の価値 ；投資（フロー）を資産（ストック）にする



Strictly Private and Confidential
中城康彦「マネジメント会社による企業用不動産の再生」2019年度日本建築学会
大会建築社会システム研究協議会資料

開発

金融

投資

流通 管理

経営価値

マネジメント

ハードウェア

権利

☞ 土地・建物・地域 // つくる・そだてる・やりくりする
地域価値の共創 ；不動産業者等への期待



Strictly Private and Confidential
第41回 社会資本整備審議会 産業分科会 不動産部会 資料
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/tochi_fudousan_kensetsugyo16_sg_000001_00011.html

☞ 地域価値共創プラットフォームを介したノウハウの共有
地域価値の共創 ；不動産業者等への期待



受賞活動と受賞後の変化について

第１回アワード大賞 株式会社エンジョイワークス
取締役 松島 孝夫 様

第２回アワード大賞 NPO 法人福岡ビルストック研究会
理事長 吉原 勝己 様

基調講演



© ENJOYWORKS



不動産仲介
物件管理

建築設計
土地建物分譲

場の運営
プロデュース

事業組成
ファンド

2007 2013 2014 2018

地域活性化
エコシステム

国や自治体との連携・全国へ展開

空き家問題・地域活性・地方創生

湘南エリアに特化

住民参加型の地域活性手法の実験

エンジョイワークス
・2007年設立

・鎌倉・由比ヶ浜通り商店街の空き店舗をリノベーションした

７つの拠点をベースに活動

・社員82名（パート・アルバイト含む）※202405現在

・資本金1億8,040万円
事業拡大/持続
ファンド

© ENJOYWORKS

2024

小規模不動産
特定共同事業

↓
不動産

特定共同事業
1号2号

地域活性
ローカルファンド

＋
次世代まちづくり

スクール
・

#新しい不動産業
研究所

不動産
特定共同事業

3号4号
＋
第二種

金融商品取引業

宅地建物取引業

一級建築士事務所

住宅宿泊管理業

不動産業1.0

不動産業2.0

不動産業3.0 不動産業4.0

不動産業5.0



© ENJOYWORKS

Fan

地域・地方に必要なものは！

Finance×
関係人口 お金

地域活性化に資する
空き家/遊休不動産を活用した

事業資金

強力なファンを増やすための
ファンドデザイン

地域・事業・事業者に共感し
事業に参加
地域を訪問

お金も時間も投資する
強力なファン



© ENJOYWORKS

公助 自助

共助

2つの巨大な「遊休資産」を共助のデザインに

846万戸空き家

地域活性化エコシステム「地域活性ローカルファンド」

1,092兆円家計金融資産現金

企業内部留保 516兆円

＋

※総務省統計局2018年住宅・土地統計調査
※日本銀行資金循環統計2022年第4四半期
※財務省年次別法人企業統計調査2021年



© エンジョイワークス

事業増

地域活性化エコシステム

地域活性ローカルファンド

地域に関わる人を
増やす

成功事例

地域活性化のエコシステム

© ENJOYWORKS

地域に事業を
増やす

ファイナンススキーム
構築

空き家遊休不動産再生

事業者発掘育成
スモールビジネス事業化

地域で
チャレンジする人

自治体

地域金融機関

官民連携ファンド

地域住民/関係人口

地域事業者

大手企業

ファンド運営事業者

地域で循環する
お金を増やす



© ENJOYWORKS



空き家/遊休不動産は、新しい価値を生み出すことのできる地域資源

地域活性ローカルファンドのポイント①

© ENJOYWORKS



地域の
ステークホルダー

空き家/遊休不動産
利活用事業

共感

体験 ＋お金（収益）

＋お金（出資）

© ENJOYWORKS

事業者 投資家

空き家/遊休不動産を活用した事業を「共感」を軸に実現

地域活性ローカルファンドのポイント②



企画 事業設計 資金調達・工事 運営開始 運営

アイデア投稿

アンケート

DIY 施設訪問

オープン
イベント

投資

投資家mtg 配当金

イベント

ブログ
記事

© ENJOYWORKS

多くのタッチポイントで「体験」を共有し「共感」をあつめる

地域活性ローカルファンドのポイント③



© ENJOYWORKS

地域活性ローカルファンドのポイント④

みんなで事業をつくると成功確率があがります

空き家/遊休不動産

地域の
ステークホルダー

✖️

成功事業モデル



© ENJOYWORKS

地域活性ローカルファンドのポイント⑤

みんなで創った成功モデルでファンドをスケール

廃校活用ファンド

団地再生ファンド

歴史的建造物
利活用ファンド

各地域の様々な
成功事業モデル

ファンドもスケール
地域を超えて共有

様々な成功事業モデルを
地域ローカルファンドで運用

地域を超えて
成功事業モデルを共有



© ENJOYWORKS

・不動産事業者・ディベロッパー

・工務店・建設事業者

・交通インフラ事業者（電鉄、バス、タクシーなど）

・エネルギーインフラ事業者（電気、ガスなど）

・自治体

2018 2024年間契約数

3社 55社（契約予定含む）

地域活性ローカルファンドのポイント⑥

地域インフラ事業者との連携が重要



全国初の小規模不動産特定共同事業

泊まれる蔵プロジェクト

© ENJOYWORKS



© ENJOYWORKS
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事業および事業者への「共感」

事業への「参加」機会

投資家コミュニティへの参加

自分でもいずれ事業をしたい

社会的・環境的インパクト

財務リターンの期待

投資家アンケート・インタビューによる

© ENJOYWORKS

地域活性ローカルファンドに投資した理由



みんなでつくって運営した泊まれる蔵プロジェクト事業の全国展開
電通と業務提携

© ENJOYWORKS

The Bath & Bed Teamへ



© ENJOYWORKS

立山・佐久穂・小布施のBBの資金調達

事業成功モデルのファンドを立ち上げ



48
© ENJOYWORKS

The Bath & Bed Tateyama

© ENJOYWORKS
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The Bath & Bed Obuse

© ENJOYWORKS
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The Bath & Bed Sakuho

© ENJOYWORKS



© ENJOYWORKS

道後温泉・鹿沼のBBの資金調達も実施

事業成功モデルのファンド拡大中



52
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The Bath & Bed Dogo

© ENJOYWORKS
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The Bath & Bed Kanuma

© ENJOYWORKS



© ENJOYWORKS

地域活性化に必要な3つのフェーズの事業をファンドで運営

つくる
ファンド

育てる
ファンド

持続させる
ファンド

空き家
遊休不動産

再生フェーズ

運用期間 1年未満

事業者育成発掘
地域に根ざした

スモールビジネス
事業化フェーズ

運用期間 3〜5年

不動産を
オフバランス化

事業の持続可能性を
高めるフェーズ

運用期間 5年以上

人口を増やす 事業を増やす 株主人口を増やす

地域活性ローカルファンド「3つのファンド」



© ENJOYWORKS

空き家/遊休不動産再生フェーズ

「つくるファンド」

コミュニティ醸成型分譲事業ファンド空き家リノベーションファンド

地域の空き家/遊休不動産をリノベーション

居住用として販売

香川県三豊市・兵庫県神戸市・静岡県掛川市など

1000万円〜規模

地域の分譲地や空き地などを

お隣さんと一緒につくる住宅用地等として販売

富山県富山市・長野県御代田町・香川県三豊市など

1億円〜規模



醸造所のあるカフェ
藤井寺・道明寺地ビール醸造所ファンド

ペイントラウンジ
大阪・空堀アート事業づくりファンド

ダイナー
松本・和泉町伍蔵再生ファンド

© ENJOYWORKS

事業者育成発掘→地域に根ざしたスモールビジネス事業化フェーズ

「育てるファンド」

小商いのできるシェアスペース
函館・歴史的建造物の継承ファンド

地域につながる民泊
宮古島・持続可能な島づくりファンド

シェアアトリエ
藤沢・廃工場再生ファンド



© ENJOYWORKS

不動産をオフバランス化→事業の持続可能性を高めるフェーズ

「持続させるファンド」

地域事業ファンド（福祉系住宅施設）地域事業ファンド（宿泊施設）

事業者の出資により作られた事業対象不動産を

ファンドが購入しオフバランス化＋リースバック

香川県三豊市・東京都墨田区・など

1億円〜規模

社会課題の住宅確保要配慮者等を事業者が建築し

ファンドが購入しオフバランス化＋リースバック

全国各地で検討中など

1億円〜規模



地域活性ローカルファンド実績

© ENJOYWORKS

and 
more・・

32ファンド・調達額約7.4億円・延べ約2,000人が投資参加



全国に広がる地域活性ローカルファンド

ニセコ

函館

盛岡

粟国

西会津

松本

目黒馬喰町 銀座

鎌倉・葉山

水上乗鞍

大磯

大山

南伊勢

藤井寺

京都

中津智頭
龍野

内子

池田

蔵王温泉

川越

津島

名古屋

臼杵

福岡
糸島

うきは

竹田

宮古

所沢

© ENJOYWORKS

共感投資ファンドを活用した地域活性化エコシステムが広がっています

仙台

和歌山

津山

東根

今治

南砺

三豊

広島

大阪
岡山

新潟

小諸

松山

泉佐野

紫波町

藤沢

城ヶ島
宇佐美

三島

小布施 佐久穂

紀の川

奈良

富山

大分

流山

別府

福知山

前橋

春日部

伊良部

立山

明日香

横須賀

富士吉田

ファンド募集（＋予定）プロジェクト
・三豊 浦島ヴィレッジファンド
・宮古島 Hotel yah 伊端ファンド
・山口 周防大島買取再販ファンド
・岡崎 コミュニティ醸成型分譲ファンド3号
・御代田 コミュニティ醸成型分譲ファンド2号
・紀の川 三笠館再生ファンド
・道後他 バスアンドベッドチーム100棟ファンド
・仙台 サウナ付き宿泊施設ファンド
・喜茂別 まるこ邸再生ファンド
・鎌倉 リノベホテルファンド

等

日置





空き家・空きビル・空き地 を
まちのひとたちが

活躍するための資源に

九州の地方都市を中心に23チーム

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



不動産所有者 入居者
入居

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

DIYに参加DIYに参加DIYリノベWEEK
チームが

市民主導の
不動産再生による

エリア活性化を

・プロデュース
・サポート



冷泉荘

博多区上川端町 築６6年

山王マンション
博多区博多駅南 築５6年

新高砂マンション

中央区清川 築４6年

築100年賃貸運営から

これからの

“まち と くらし” を

見つけようとしています

地方団地の社会実験

コーポ江戸屋敷

久留米市 築４5年

文化人が集まる セルフリノベ
福岡市都市景観賞

2003年 福岡初の賃貸リノベ
米国インテリア賞受賞

ビンテージ賃貸のパイオニア

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



2003年

2009年

日本のリノベーションの歴史から

LIFULL HOME’S 総研
STOCK & RENOVATION 2014

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



築66年 冷泉荘（2005年時点）

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



2006年 （築48年）

840万

賃料 3万5千円 賃料 5万円

1200万

賃料 6万円

2012年 （築54年）

第3期
[2015]

年間
300イベント

来訪
2万人

NEXT PHASE

2015年 （築57年）

文化人が集まり、年間2万人が訪れ、熟成する「冷泉荘」
建物が古くなるほど経済価値が上がることを、実証しようとしています

第25回

福岡市

都市景観賞

活動部門

谷川俊太郎さん

全27室
DIY

セルフリノベ

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



共感 ⇒ 文化

本質的価値

体験・時間・つながり を持つことが豊か

ビンテージビル ブランド レベル

レトロビル

時間を
かけ熟成

リフォーム築古ビル

経過年数

価値レベル

物質的価値

お金やモノを持つことが豊か

リノベーション

積み重ねた時間

新築時

築古ビルが価値に変わる

『経年劣化』⇒『経年優価』

『共感』が時間をかけて 建物の『文化』へ
つながり ものがたり

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



「日本初：民間RC集合住宅（戦後）の国登録有形文化財」に挑戦

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会



(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

福岡における経年物件再生実績
52棟・平均築年数44年・平均稼働率98.2％





九州DIYリノベWEEK 25事業体一覧

不動産オーナー

大学講師

ゲストハウス経営

不動産オーナー

不動産オーナー

不動産オーナー

大学講師

NPO職員

建築士

元消防士

病院長

不動産再生コンサル

起業家

まちづくり会社

実業家

コミュニティ大工

建築士

看板業

宅建業

まちづくり会社

まちづくり会社

まちづくり会社

まちづくり会社

まちづくり会社

まちづくり会社





(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

1）新資料作成・SNS・プレスリリースによる、「取材・視察・講演」の機会創出

TVQ
人気経済番組
「ぐっ！ジョブ」

より

UR都市再生機構
西日本支社セミナー

久留米市長室より
テレビ取材

神戸芸術工科大学 学長 松村 秀一先生ご一同による視察と、視察レポート

全宅連「RENOVATION2015－2023」

不動産アワード受賞による10の変化



(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

2）「4市町長へのアワード受賞報告」による、地元での活動認知度向上

福岡県大牟田市長 受賞報告より

福岡県久留米市長 受賞報告より

熊本県玉名市長 受賞報告より

毎日新聞 2024/5/16 より



九州DIYリノベウィーク地域間連携による新組織

『 有明沿岸⁺市民アライアンス 』

目的：
• 少子高齢化・人口減少で、さらにリソースが限られる中、各地域の強みを生かし、相互に協力し、

バックアップし、活動の質を高め、底上げを図る。

• ヒト・モノ・カネなど、地域資源の地域間共有・流動性を高め、行政区を越えた連携を加速。

・他地域からの資本一辺倒の利活用から、空き家＝地域資源を守り、『想いのある』空き家の利活用
で、『地域価値を共創・まもる』活動を目指す

2024年9月29日（日）第1回キックオフシンポジウム

県名 市町名 団体名・代表者

福岡県 大牟田市 大牟田ビンテージのマチ株式会社 冨山

熊本県

荒尾市 一般社団法人のあそびlabo 中村

玉名市
株式会社村田建築設計所 村田
一般社団法人higocolor 上平

合志市 株式会社グランド・デザインアドバイザーズ上田

長洲町 ながすヨダレ会 徳永

【参加団体】 顧問：NPO法人福岡ビルストック研究会 吉原顧問：吉原勝己

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

3）近接エリア合同勉強会から始まる、行政区を超えた連携活動のスタート
熊本県玉名市・荒尾市・合志市・長洲町・福岡県大牟田市



(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

4）アワードのエネルギー注入による活動の活性化



5）不動産アワードがきっかけとなった
「不動産アワード大賞受賞記念 韓国 DIT (Do It Together）まちづくりシンポジウム」

国立忠南大学 建築学との共同企画

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

2024年1月 日韓まちづくりシンポジウム Daegeon 

DITまちづくりセミナー Daegeon（2024.8.27～9.1）

日韓 不動産オーナースクール 私節団18名

2024年8月 DITまちづくりセミナー Daegeon 
国際不動産オーナースクール プログラム



(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

6）不動産アワードがきっかけとなった
「リノベWEEK2024 全員集合シンポジウム 11/9（土） ＠福岡県久留米市」

第1・2回 不動産アワード大賞受賞者コラボレーション基調講演（鎌倉✖九州）



7）WEEKメンバーから「大学講師」「セミナー講師」の輩出
【九州産業大学 建築都市工学部 不動産学 2024 プログラム】（全14回） 《総合講師》 吉原 勝己

《テーマ》『不動産“再生”学～事例から学ぶ、不動産再生による地域活性化のための講座』

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

〈第3講〉10月3日（木）＜ニュータイプ不動産プロフェッショナル＞
『不動産のプロフェッショナルとして、次世代のまちを創るひとたち』

・ （株）フジ開発 代表取締役 上田 耕太郎 氏（熊本県合志市）
・ （株）スペースＲデザイン 本田 悠人 氏（福岡市）

〈第4講〉10月10日（木）＜都市の新たなイノベーション＞
『オンリーワンのチャレンジで、都市の新時代を創るひとたち』

・Design Space 合同会社 代表社員 脇黒丸 一磨 氏（鹿児島県伊佐市）

〈第5講〉10月17日（木）＜建築・再生から始まる新時代イノベーション＞
『不動産の建築・再生から、次世代不動産のビジョンと価値を創るひとたち』

・オモケンパーク 面木 健（おもきたけし）氏（熊本県熊本市）

〈第8講〉11月7日（木）＜組織の中から動かす不動産再生＞
『大組織の中から、新たな不動産再生のしくみを創りだすひとたち』

・長崎県土木部住宅課 主任技師 牧田 悠依 氏（長崎県長崎市）

〈第9講〉11月14日（木）＜身近に動いている公民連携の実学＞
『新たな公民連携のタッグから、次世代のまちづくりを実現させるひとたち』

・ （株）ＡＲＣＨ 代表取締役 橋本 千嘉子 氏（山口県下関市）

〈第10講〉11月21日（木）＜次世代職人時代の幕開け＞
『職人消滅可能性時代に、新たな職人の世界を創るひとたち』

・（株）まるのこラボ 代表取締役 コミュニティ大工 加藤 潤 氏（鹿児島県頴娃町）

〈第12講〉12月5日（木）＜愛ある賃貸が起こしたイノベーション＞
『愛ある賃貸経営から、新たなつながりの社会を創るひとたち』

・（株）H&A Brothers 半田 啓祐・半田 満 氏（福岡県久留米市）



全国の 不動産経営管理実務者 向けスクール



不動産アワード受賞による10の変化

(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

1）新資料作成・SNS・プレスリリースによる、「取材・視察・講演」の機会創出

2）「4市町長へのアワード受賞報告」による、地元での活動認知度向上

3）近接エリア合同勉強会から始まる「有明沿岸⁺市民アライアンス」スタート
熊本県玉名市・荒尾市・合志市・長洲町・福岡県大牟田市

4）アワードの新たなエネルギー注入による
・冷泉荘チーム「日本初の民間RC集合住宅（戦後）の国登録有形文化財」へ挑戦
・長崎チーム「旧県営魚の町団地（戦後最古物件）活用プロジェクト」スタート

5）不動産アワードがきっかけとなった
「不動産アワード大賞受賞記念 韓国 Daejeon DIT まちづくりセミナー」

国立忠南大学建築学との共同企画
6）不動産アワードがきっかけとなった

「リノベWEEK2024 全員集合シンポジウム 11/9（土） ＠福岡県久留米市」
第1・2回 不動産アワード大賞受賞者コラボレーション基調講演（鎌倉✖九州）

7）WEEKメンバーから「大学講師」「セミナー講師」の輩出

8）各チームの、活動遂行意識・研究意識・提言意識の高まり

9）新チームの加入：「山口県下関市」「熊本県合志市」チーム

10）今日のシンポジウムから始まる、未来への変化



(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

不動産アワード受賞による10の変化（補足1）



不動産の社会的価値評価法【コミュニティ】

●自発性：多様な主体が地域の課題解決や暮らしの充実につながる取組みを自ら自発的に行う
ための、場づくりやしかけがなされているか？

●参加の機会：ビジョン形成や計画、実施などのプロセスについて、より多様な主体が参加し
たり、意見を述べたりできる機会が用意されているか？

●共創：性別や世代、専門分野などの違いを超えた、共創的な実践が生み出されているか？

●包摂性：多様な人たちが違いを認め合う関係を築くことができるように、マイノリティの人
たちがエンパワメントされ、マジョリティの人たちの意識が変化するための、場づくりやしか
けがなされているか？

●冗長性：コミュニティ内において、非単線的な変化が起こり、変化がさらなる変化を呼ぶダ
イナミズムを有しているか？

●工夫：コミュニティデザインの文脈における、場づくりやしかけについて、新規性や独自性
は認められるか

●居場所：場やコミュニティが新たな居場所としての機能を果たしているか？

●新規性：従来の会社や家族にとらわれない、新たなコミュニティの可能性を提示している
か？

●持続性：経済性と社会性をバランスさせながら、持続性が担保されているか？

●波及効果：「活動」の成果やプロセスが、多様な領域に対してポジティブな影響を与えるも
のか？ (C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

不動産アワード受賞による10の変化（補足2）



(C) 2024, NPO法人福岡ビルストック研究会

不動産アワード受賞による10の変化（補足3）





地域価値共創の実践者と共に考える：
一歩踏み出すために何が必要か

モデレーター兼パネリスト
株式会社リクルートSUUMO 編集長 池本 洋一 様

パネリスト
株式会社まちづクリエイティブ 代表取締役 寺井 元一 様

一般社団法人熊本県賃貸住宅経営者協会 事務局長 大久保 秀洋 様
ビーローカル・パートナーズ 加藤 寛之 様

座談会



(C) Recruit Co.,Ltd. All rights reserved.

転載
2次利用不

可自己紹介

池本 洋一（52歳） SUUMO編集長・SUUMOリサーチセンター長

両親が注文住宅を建築中に工務店が倒産。その不条理を話していたらリク

ルートに内定。住宅業界は嫌いなのでそれ以外でと希望を出したのに

配属通知は「住宅情報編集部」。人事にクレーム電話すると

「君みたいな経験をした人がこの領域には必要」と諭される。

ＳＵＵＭＯ編集長を約１０年。現在はＳＵＵＭＯリサーチセンタ－長を兼任。
住宅評論家として、テレビ、新聞等にも出演。

◆略歴
1972年 滋賀県甲賀郡生まれ。
1995年 上智大学新聞学科卒。株式会社リクルート入社。住宅情報編集部配属
2003年 住宅部門で年間MVPの特権で英国レッチワース・ドイツフライブルグ視察
2008年 住宅情報タウンズ全国50版の編集長
2011年 SUUMO編集長
2014年 国交省 既存住宅市場活性化ラウンドテーブル、他多数の委員を歴任
2019年 SUUMOリサーチセンター長を兼任

1



(C) Recruit Co.,Ltd. All rights reserved.(C) Recruit Co.,Ltd. All rights reserved.

省庁の委員会に参加 専門家として意見

住生活リテラシー・プラットフォーム協議会
住宅ストック維持・向上促進事業
次世代住宅プロジェクト
長期優良住宅認定基準の見直しに関する検討会
住宅税制のＥＢＰＭ（Evidence Based Policy Making）に関する有識者会議
住宅の省エネ性能の光熱費表示検討委員会

内閣官房

国土交通省

環境省

経済産業省

東京都

まちひとしごと創生本部 「日本版CCRC」構想有識者会議委員
同「生涯活躍の街」構想有識者会議委員
同 高校生の地域留学推進のための高校魅力化支援事業協力者会議委員

賃貸住宅における省CO2促進モデル事業 評価委員
COOL CHOICE推進チーム 委員

ＺＥＨロードマップフォローアップ委員

東京都エコビルダーズアワード

2



(C) Recruit Co.,Ltd. All rights reserved.

転載
2次利用不

可住まいや街の評論家としてのメディア出演

ＮＨＫスペシャル

おはよう日本

あさイチ

ニュースウォッチ９

ワールドビジネスサテライト

羽鳥慎一モーニングショー

めざましテレビ

ヒルナンデス

すまたん ZIP！

ホンマでっか！ＴＶ

マツコの知らない世界

幸せボンビーガール

スクール革命

Newspicks OFFRECO

3
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組織／代表者 概要

株式会社まちづクリエイティブ
設立 2010年5月
本社 千葉県松戸市
役員 寺井元一（代表）／小田雄太

自立的な地域活性をデザインするまちづくり会社。ターゲット地域を絞り込んで歴史文脈
に根差したエリアブランディングを構築し、クリエイティブ人材の誘致や起業支援・事業
創出・空家利活用・企業連携などにまたがる総合的なエリアマネジメントを提供している

NPO法人KOMPOSITION
設立 2002年11月
本社 東京都渋谷区（松戸市への移転処理中）

役員 寺井元一（代表）／駒崎弘樹／西本千尋

千葉県指定の居住指定法人としてシングルマザーや外国籍者など生活に困難を抱え
る方のコーディネート業務を軸に、住居提供と自立支援のプログラムを行っている

寺井 元一
1977年、兵庫県生。渋谷で公共空
間を活用した芸術・スポーツの支援
事業で起業後、自治区創出を目指し
てまちづくり領域で2回目の起業

5



MAD City概要

MAD City
松戸駅前の半径500mでの民間まちづくりPJ。「クリエイ
ティブな自治区」をコンセプトに人材集積を推進。2010
年以来、自社の単独収支で維持され成果を蓄積している。
・誘致人数 748人
・入居契約数 417件
・再生建物数 52軒
・事業契約率 41.5%

6



ビジョン：自治区とまちづくり

描いているまちの未来像は「自治区」。インディアンに由来するアメリカのイロ
コイ連邦、デンマークの首都コペンハーゲンのクリスチャニアなど、海外には
様々な自治区が存在する。いずれも文化と経済の自立性を有する特徴があり、独
自の法律等を備えている。近年ではサーキュラーエコノミーの潮流をうけた欧米
における環境再生型の都市開発に影響を与えて発展しており、今後は日本国内の
まちづくりにも大きく影響すると考えて、弊社は研究と実践を率先している。

クリスチャニアは1970年代に軍用地跡に建国さ
れ、人口1000人弱。独自の国家や国旗を備え、
4輪車使用の禁止、ソフトドラッグ使用のOKな
ど独自の法律でも知られる。現在は国内3位の観
光地でもある。

デ・クーベルはアムステルダムの造船所跡地の開

発事例。環境再生と資本調達を両立させた先進的

な開発として知られる。ホテル新築の一方で残置

の古材や船を活用するなどが共存している。

7



第3期（2020～現在）
エリアブランディング重視

ター
ゲッ
ト

ママ層・マイノリティ層

事業 プレーヤーとのレベ
ニューシェア協働事業
福祉事業

体制 入居者に留まらない地
域人材

財源 協働事業収入
人材育成・政策支援の
売上

MAD City：独自のエリアマネジメント実践

創業からの約15年で、地元行政や地域住民・新住民をはじめ多様な関係者とのより持続的な関係
を模索し、3回に渡るピボットを行いながら民間のベンチャー事業体によるエリアマネジメントを
模索・実践してきた。

第1期（2010～2014）
コミュニティ重視

ター
ゲッ
ト

アーティスト層

事業 アートプロジェクト
地域インターン事務局

体制 町内会自治会との連携

財源 補助金・負担金
文化庁予算

通期での取組

不動産サブリース事業

第2期（2015～2019）
アソシエーション重視

ター
ゲッ
ト

クリエイター層

事業 マーケット・フェスなど社
会実験イベント

体制 サブリース入居者との
連携

財源 リノベーション・イベント
制作等の売上
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バリュー：アソシエーションデザイン

日本社会の伝統的な共同体「村」など、コミュニティは同調圧力の機能でフリー

ライダーの防止策として機能し、祭礼行事や地域独自の文化を保ってきた。他方

で地域活性に必要な新規性や独創性・開放的な座組を阻害することから、弊社で

は新たな人と人の関わり方としてアソシエーションに着目し、関係者の主体性を

引き出して伸ばす「一人一人の可能性を最大化」することを目指している。

河川氾濫を防ぐための土嚢積みをはじめ、コ

ミュニティ活動は古来から防犯や防災と強く

結びつき成員の権益を守るが、新規の企画や

事業には向かない。

ワークショップは合意形成の手段に使われる

側面もあるが、本質は新たなアイデアや事業

の創出を期待されており、アソシエーション

デザインと強く結びつく。

9



外部的評価・成果

東京大学・中島氏の論文では、行

政および民間ディベが対応しづら

い社会課題領域で、MAD Cityが創

出した小規模事業による多くの成

果の出現が示された。

MAD Cityの小規模事業／評価項目と結果
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メソッド：エリアブランディング

歴史文脈や上位計画のリサーチと、現在の「街」「店」「人」に焦点をあてた独

自のフィールドワーク、独自のインタビュー手法を組み合わせ、仮説検証を繰り

返して対象エリアのアイデンティティ形成とリジェネラティブな成長戦略を描く

手法。地元住民との合意形成にも好影響を与えながら、リビングラボや社会実験

と連動させることで開発事業における持続的なエリアマネジメントを実現する。

エリアの戦略的なビジョン・コンセプトの策定

特定のターゲット層の策定

地域人材およびコンテンツの誘致

人材レイヤーの把握

行政・エリア関連企業との連携

エリアマネジメントの実装

事業の創出

推進体制の組成

自立財源の確保
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エリアブランディング：他地域との関わり

エリアブランディングの知見をもとに、開発初期のリサーチに基づくビジョン策定、
事業・体制の構築および社会実験といったソフト領域を担当する都市再生のコンサル
ティングを提供している。
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MAD City：事例の全体像

不動産の利活用を通期の事業にしながら、集まる地域プレーヤーとの対話・連携のな
かで、まちづくり・エリアマネジメントに資する企画性を盛り込んだ新たな手法を開
発し、まちづくり支援事業の新モデルを数多く展開してきた。

ビジネス領域 不動産領域 アート領域 施設/プログラ
ム

福祉領域

地域プレーヤーと
のとの協業アソシ
エーション

段階型の人材誘致
（DIY賃貸サブ
リース）

アーティスト協働
ビジネスの開発

まちづくり型リビ
ングラボ

福祉プラット
フォーム（居住支
援法人）

マイクロ商店街
（Mism／松戸ネオ
商店会）

住居兼店舗化支援 松戸まちづくり会
議／アートを契機
に地元組織組成

社会実験イベント
ディレクション

福祉型起業支援

地域の老舗店舗再
生コンサル

店舗シェアリング
化支援

PARADISE AIR／
アーティストイン
レジデンス開設

リジェネラティブ
デザイン

企業コラボレー
ションプロデュー
ス

共同開発型サブ
リース

自社スペース活用
「松戸
shareBASE/ 
FANCLUB」
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地域プレーヤーとの協業

MAD Cityの不動産契約をきっかけに集った人材と、不動産契約のみにとどまら

ないビジネス契約を締結。相手の事業に合わせ、レベニューシェアや業務委託、

案件紹介などの形態で協業し、クラフトビール・飲食店・工務店・デザイン・イ

ベント制作など、単なるまちづくり会社の領域を超えた多様な事業を実現してき

た。また、地域プレーヤー間の営業支援も行い、緩やかな経済圏を作っている。

松戸ビールは物件の転貸と工務店紹介により

醸造所兼タップルームを開設。コロナ禍以降

にデザインや営業支援を含めたレベニュー

シェアで共同事業化。

モノに限らず、月○時間などと定めた人的リソー

ス買上の契約事例もある。写真は副業のフリー

ファシリテーターとして複数のMAD City事業に

協力いただいている臼井氏（ミミクリデザイン）。
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DIY可能物件 / 段階的誘致によるエリア創造

業界でも早期（2011年）に、自由な改装が可能なDIY物件の貸出を開始、物件の

利活用を兼ねた人材集積を実現してきた。また、当社がクライアントとなること

で、主体性が高い起業家や芸術家を初期の誘致ターゲットに設定。段階を踏んで

商業性の高い人材を呼び込む誘致モデルや、従来の金銭与信ではなく活動企画や

実績資料による「能力与信」を行うなど、独自の手法を実践的に開発してきた。

初期に入居した、空間デザインに長けた建築

家や職人の協力体制により、多数の改装がな

されてきた。改装の多くはDIYによりごく低

予算で実現している。

クリエイティブシティの議論を元に、自然発生的

に人材が集積するエリアを実現する方法論を実践。

ジェントリフィケーション（エリアの活性化によ

る地価上昇）対策としても機能させている。
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アーティストとの協働ビジネス

芸術家マインドの高い地域プレーヤーと期限付プロジェクトでの協働に取り組ん

でいる。初期投資とランニングコスト（不動産賃料）を負担することで、芸術家

にメリットを提供している。プロジェクト終了時に支出過多の場合は芸術作品の

提供で埋め合わせる形態により、意欲的な取組をサポートしつつ、リターンとし

て有望な芸術家の初期の作品を確保できるモデルを構築してきた。

NY生活を経て日本で活動するtaka konoとは、

NY郊外での事例をもとに、既存のホワイト

キューブと対照的なオフサイト型ギャラリー

「mcg21xoxo」を運営した。

事務所貸出しているアパレルブランド

「PERMINUTE」半澤氏には、セカンドブラ

ンド立ち上げに協力し、展示販売会を兼ねた

「まちツアー」を行っている。
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まちづくり型リビングラボ

官民に市民や消費者を交えた企画開発の場である「リビングラボ」をまちづくり

に転用し、行政・企業・大学・地域プレーヤーによる取組を実施。

具体的には、松戸市の公共施設に関する新規事業として、空間活用のためのソフ

ト事業、改修などのハード事業の双方に携わり、周辺地域の再開発事業への連携

を進めている。行政の部署横断や若手育成の場としても機能している。

文化施設の縛りもあり新たな活用が検討され

てこなかった中、社会実験を展開し、

「ZINEフェス」などの誘致を含めて、多様

な取組が立ち上がりつつある。

30年近くハード更新を行わず、稼働率に課題

のある松戸市文化ホールで、公共施設に知見

が深い渡和由氏・中山英之氏などをゲストに

迎え、官民連携の研究会を開催してきた。
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福祉プラットフォーム／居住支援法人

自社の豊富な物件情報を元に、「居住支援法人」（住宅確保要配慮者の居住支援

を行う）の指定を得た自社の関連団体（NPO法人KOMPOSITION）と協働。困難

を抱えた入居者に対し、住宅確保にとどまらない生活支援を行っている。特に出

産前や子育て中の女性、外国籍の方などに重きを置いたサービスを提供するた

め、松戸市および各種NPOとの連携を深めている。

能力与信を発展させた形で入居を受け入れる

とともに、サブリースを活用した住居を提供。

写真は民泊の営業日数規制の枠外を使った妊

婦向けシェルター。

まちづ社からKOMPOSITIONを経由して福祉

ケア付きの住居提供を実現。契約後も松戸市

への生活保護の受給支援、地元NPO多数との

連携でケアを行っている。
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マイクロ商店街（Mism／松戸ネオ商店会）

「立地」によらず「スタイル」を切り口に繋がった、極小でアソシエーションの

要素を取り入れた商店街。全長4mと日本最小ながらエリア内で人気の8店舗が加

盟し、力強い回遊性を生み出している。従来のイベント・景品販促ではなく、他

地域と連携した商品開発を行い、未来の成長を生む事業母体になっている。

赤線の僅か4mだが松戸市公式の商店街 会長の店舗は狭小ガストロノミーの人気店

商店街から1.2kmの範囲の飛び地に、「ism=主義」を同じくする会員店舗が散らばっている
19



住居兼店舗支援

出産後の女性など時間や場所の制約がある方でも事業を営みやすい不動産環境を提供。
賃料を低減し、仕事と家事を効率的に行える「住居兼店舗」物件は、近年その価値が
再評価されている。
「pikku kukka」では、住居と店舗を分離した賃貸契約を締結。店舗改装補助と保育
園申請が両立できない問題を解決した。子育て層や小商い層のニーズや制度状況に合
わせ、新たな住居兼店舗化の知見を蓄積している。

狭小かつ袋地の洋菓子店ながら、焼菓子やお

茶、北欧風の内装が人気を博し、行列を作っ

ている。短時間営業でも利益を出せるのは住

居兼店舗ならではの特長。

かつて頻繁に見られた2階にオーナー住宅が

ある店舗。プライバシーの観点から店舗部分

の活用が難しい現状にあるが、「住居兼店

舗」自体のニーズは根強い。
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松戸まちづくり会議／アートを契機に地元組織組成

松戸駅周辺19の自治会から自治会長・会員、さらに地域住民やアーティストが集った
地域団体を設立、弊社は事務局を担当した。まちづくり活動において重要なファク
ターの一つである「地域コミュニティ」を「再生」させる手法をとってきた。当団体
では、MAD Cityの初期コンセプトである「暮らしの芸術都市」を体現するため、道路
や河川敷などの公共空間を有効に活用するイベントを行い、「芸術」面のアプローチ
から市の予算措置を得ることに成功した。

松戸駅近くの「高砂通り」で、道路占用許可

を活用したイベントを開催。周辺店舗の出店、

地域通貨の導入やパフォーマンスを行い、好

評を得てきた。

かつて自治会単位で行われてきた「盆踊り」

も、現在単独開催がしづらい。一方で、複数

自治会による当団体では規模縮小せず毎年開

催を可能としている。

引用：https://news.yahoo.co.jp/articles/5c5fce3c5b09a0f809700cc01385efbe74782dbf/images/000
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社会実験イベントディレクション

自治体のハード整備に関するコンサルティングに携わる際、公共空間の利活用実

験を行い、市民ニーズやその対策の有用性を調査することは不可欠である。従来

のまちづくりでは、イベントへの集客人数や売上など短期的でわかりやすい指標

が用いられてきたが、弊社のコンサルティングではより具体的で将来性のある

テーマを指標に設定、「失敗」も経て、有効な利活用の方策を検討している。

坂川の清流に恵まれた春雨橋周辺でのマー

ケット。当スペースの利用が少ないため、

「折りたたみできる屋台」を導入し、複数日

程の利用を模索した。

駅デッキでのクラフトビールフェス。電子決

済のみ、フードメニューを厳選、トイレ不設

置など、「はしご酒」=周辺飲食店への周遊

を促す仕組みを盛り込んだ。
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福祉型起業支援

福祉的な役割を持つ事業も、独自のマネタイズ方法を確立することで、運営の原資を
確保することが可能であり、人材やノウハウの共有によって事業者のサポートを行っ
ている。放課後に無償で子どもの居場所を提供している「さくら広場」の運営費は、
中高校生が運営するコーヒー豆販売サイト「Little One Frame」の売上を中心にまか
なわれており、弊社ではファシリテーターやデザイナー、コーヒー店等を紹介するこ
とで、コーヒー豆開発をサポートした。

遊びや宿題など、小学生から高校生が児童館

のように好き好きに利用しているさくら広場。

サイドビジネスを活用することで、無償で利

用できる環境を実現。

一定の技能を得ることでプロと遜色のない風

味を出しやすいコーヒー豆は、味のみに着目

せず、「ストーリー」を強みに販売を行いや

すい商品の一つである。
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地域の老舗店舗再生コンサル

地域の老舗店舗の新たなチャレンジを手助けすることで、まちの文化的価値や経済の
再生にも関わっている。松戸でも一二を争う老舗店「葛西屋呉服店」は事業再構築補
助金を活用してリニューアルに着手。弊社はベンチマーク先となる他店の視察等を
行って新戦略策定のうえで、店舗設計の新鋭デザイナー、木造建築に長けた大工職人
など、入居関係者でのチームを組成した。遊休空間のイベントスペース化をはじめ、
全館のリニューアルをプロデュースを行った。

老舗ながらの日本庭園が一望できる応接間を

整備、ポップアップストアの開催ができるよ

うに棚を敷設することで、応接や商談での貸

出も可能となった。

スタジオとしても利用可能なスペース。店舗

主催のほか、イベントを誘致予定。賃料によ

る売上増と並行して、若年層の着物ニーズの

喚起にも取り組む。
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店舗シェアリング化支援

店舗を多数の事業者がシェア運営する際のリスクである「転転貸」など、不動産

に関わる法的課題を解決することで、営業をサポートする体制を築いてきた。

店主が、松戸市と群馬県中之条町の2拠点での生活・飲食店営業に取り組む、

「Tiny Kitchen & counter」では、当社顧問弁護士の協力により、既存の賃貸契

約に抵触しない形で、4組のメンバーとのシェア営業を行っている。

当初、店主の古平氏不在時に、イベント的に

行われてきたスポット営業。採算の目処が立

つにつれ、月数回のレギュラーで営業を行う

ことが可能となった。

「空間と食の総合プロデュース」の理念を持

つ同氏を筆頭に、高単価でも希少性のある付

加価値を提供することで評価を得る飲食店が

増えている。
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PARADISE AIR／アーティストインレジデンス開設

かつてはラブホテルで、現在はパチンコ店が入居するビルの上層階を活用し、芸

術家に制作拠点を提供する「アーティストインレジデンス」を運営してきた。

弊社のほか松戸市、地域団体での協働を行い、国内外からアーティストを公募す

ることで、関係人口の増を実現。また、アーティスト独自のアイデアを活かした

まちと親和性の高い作品を資産として残すことに成功している。

物件の維持管理に資するため、公募のほかに賃貸

での入居も募集。厚い界壁が高い防音効果を持つ

ため、音楽家や縫製工場など、昼夜の作業音に不

安がある入居者に重宝されている。

「一宿一芸」のコンセプトのもと、活動期間中に、

まちに何かしらの作品を残してもらう仕組み。宿

場町であった松戸の歴史文脈に根差すことで、地

域から受け入れられやすい体制を築いた。

引用：https://www.paradiseair.info/about/
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リジェネラティブデザイン

自然の廃棄物（資源）等を活用し、生態系の再生を進める取組（リジェネラティ

ブデザイン）は、遊休物件の利活用によるまちづくりを提案してきた弊社と親和

性が高い。現在、松戸市文化ホールには、削り切ったパルプ材の芯を使用した再

生ベンチを設置。ベンチとして使用する中で乾燥させ、一定期間置くことで家具

の材料として再生、「松戸ブランド」としての地位確立を目指している。

廃材を使用したベンチ。本来廃棄物となる原

料を使用するため、配送料含め1本で300円

での仕入れが可能。ベンチは、乾燥を経て右

写真の棚などの材料となる。

原料は青森県の木廃材を使用。「加工」とい

う付加価値と再利用のストーリー性により、

都市部でも自然を活かした地域ブランドの創

造が可能となる。
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企業コラボレーションプロデュース

ポテンシャルの高い商品を扱う事業者であっても、一から地域の中に飛び込んで

売上目標を達成することは困難であるため、入居者を中心とした事業者の販路を

拡大するサポートを行っている。具体的には、鉄道会社や地元企業など当社と関

わりの深い企業を紹介、オリジナル商品を開発・販売するなどのほか、販売計画

の相談にも応じ、固定費や売上に応じた手数料を受け取っている。

松戸ビールは、松戸駅を通る新京成電鉄やJR

常磐線とコラボレーション商品を製作。構内

の売店のみでの販売ながら、数日で完売する

ほどの人気を博している。

駅ビル「atre松戸」では松戸ビールのイベン

ト出店も行った。また、レストランフロアの

一部店舗には、常設メニューとしてクラフト

ビールを置いている。
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共同開発型サブリース

耐震工事など、弊社単独ではリノベーションを施す資金的余裕がない物件に関し

ては、他社と協力し事業開発することもある。千葉大学との協働による取組「エ

ディブル・ウェイ」の拠点となる飲食店「GON’ZO Kitchen」の誘致に当たって

は、不動産コンサルティング会社「株式会社あゆみリアルティサービス」と工事

費用を両者で負担、賃貸による売上も分配する形の契約を結んでいる。

改修前、耐震含めて対応が必要でリノベー

ション以上の難度があった。あゆみリアル

ティサービス社代表の田中氏と事業の方向性

が一致して協働に至った。

駅から千葉大学への約1km、食べられる植物

のプランターが並ぶ道中の空き家。千葉大学

や地域住民と解体時にイベント企画し、飲食

事業者の誘致に至った。
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自社スペース活用「松戸shareBASE/ FANCLUB」

本社所在地に、複合型のシェアスペースを設置し、ノマドワークや人材交流の場

として運営している。別館的に3Dプリンタスタジオなども併設し拡張を見込む。

また、音楽イベントなどを開催できるよう、同スペースに音響機材を整備し、イ

ベントスペース「FANCLUB」として主催者に貸出。イベント招致や当日の管理

を委ねるマネージャーと契約し、売上の一部を支払うことで協業を行っている。

「松戸shareBASE」はエリア内最安のサービ

スを展開。月額サブスクモデルで、エリア内

の複数物件を利用したサービスを随時追加す

るシェア事業を行う。

「FANCLUB」では音楽やトークイベント、

ゲーム会を開催。入居者のアーティストに音

響スタッフを委託するなど、イベントを通し

ての雇用も実現している。
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「地域価値共創プラットフォーム」

キックオフシンポジウム

「一歩を踏み出す」ためのヒント

2024年9月6日

一般社団法人熊本県賃貸住宅経営者協会

事務局長 大久保秀洋
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自己紹介

所属：一般社団法人 熊本県賃貸住宅経営者協会

事務局長 大久保秀洋

（1955年生まれ、69歳）

経歴：熊本市役所で公共建築、再開発、住宅政策部門の業務を経験

2016年３月熊本市役所定年退職、4月不動産管理会社入社

直後に発生した熊本地震の対応で、みなし仮設住宅提供や

コールセンター運営、被災者の伴走型住まい確保支援を実施

一般社団法人設立に携り、事務局長として福祉・不動産関係

団体や行政等との関係性の維持拡大に取組む

また、熊本市居住支援協議会会員として住宅確保要配慮者の

支援等を継続中

1級建築士 住宅政策等に関する行政委員会委員就任中

その他：バリアフリーデザイン研究会会長、地域公民館館長

一般社団HP
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2

0．共創の種（きっかけ）居住支援

居住支援に携わる仲間が集合

熊本市「チャレンジ協働事業」

多様化する課題に取り組むため、市民活動団体のノウハウを

活かした提案を募集し、提案団体と市が協働して解決を図る

ＮＰＯ法人自立応援団が応募

自立応援団「あんしん住替え相談窓口」の創設を提案

これに携った（不動産関係団体、福祉関係団体等、行政）が、

11月に熊本市居住支援協議会設立準備会を立上げ、協議を進

め互いのネットワーク強化・拡充を図り、2011年7月7日に

「熊本市居住支援協議会」設立
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3

0．共創の種（きっかけ）災害対応

災害対応での必然的な協力

東日本大震災（2011年3月）

熊本市が相談窓口を設置し、不動産団体と連携・協力し相談対応、

物件情報提供等を実施

みなし仮設住宅入居対象外で移転を希望される方は、「あんしん

住み替え相談窓口」を活用

九州北部豪雨（2012年7月）

被災地域近くの熊本市龍田出張所に相談窓口を設置し、熊本市居

住支援協議会と（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会熊本県支部

が連携し住宅相談に対応

（災害直後から約1か月間設置し、みなし仮設住宅60戸紹介）
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4

■ 不動産関係団体 4団体 ■ 居住支援団体 11団体

■ 熊本市関係部署 9課 ■ 大学の専門家

1．共創の始まり（居住支援）

国土交通省の助成金を受け2011年から活動を継続

住宅確保要配慮者への住まい確保の支援を通して
次第に共創する意識が醸成

＜共創者の拡大＞

居住支援法人が令和2年に「熊本県居住支援法人連絡会」
を設立し情報交換、交流、研修を実施
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5

熊本市居住支援協議会

・(公財)日本賃貸住宅管理協会
熊本県支部

・(公社)熊本県宅地建物取引業協会
・(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会
熊本県支部

・(公社)全日本不動産協会熊本県本部

・熊本県特定施設入居者生活介護
事業者連絡協議会

・熊本市障がい者自立支援協議会
・熊本市地域包括支援センター
連絡協議会

・熊本市民生委員・児童委員協議会
・熊本市老人福祉施設協議会
・(一財)熊本市国際交流振興事業団
・社会福祉法人熊本市社会福祉協議会
・社会福祉法人同胞友愛会友愛育成園
・社会福祉法人グリーンコープ
・特定非営利活動法人自立応援団
（事務局）

・社会福祉法人肥後自活団

不動産関係団体 居住支援団体

熊本市

・住宅政策課
・市営住宅課
・保護管理援護課
・障がい福祉課
・健康福祉政策課
・高齢福祉課
・こども家庭福祉課
・国際課
・雇用対策課

協働

県・地域・大学 など

熊本県居住支援協議会
居住支援法人連絡協議会
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6

１．共創の始まり（災害対応）

熊本地震の経験

日々変化する様々な課題に直面し
「競争」していては対応できないことを実感

→ 熊本地震での被災者支援を通して
「協働」の意識が醸成

◆方向性が一致した不動産業者が協力体制強化のため
「共創」をキーワードに一般社団法人を設立（2020年4月1日）

→ 「競争」から「共創」へ

管理物件にも多くの被害が発生した中、膨大な数の入居者対応、
行政からの被災者の住まい確保要請等々を受け以下の対応を実施

●安全性確認 → 建築士等の専門家の協力
●社員全員での対応 → 応援に全国からのボランティア
●コールセンター → 災害対応経験のある全国からのボランティア
●伴走型住まい確保 → 県下の不動産管理会社等との協力
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7

（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会

【活動方針】

少子高齢・人口減少の進展を見据え、家主・入居者それぞれが良好
な関係の中で、暮らし続けられる居住環境を目指し、会員企業がそれ
までの競争関係から目的を同じくする共創してゆく仲間として活動

【目指す未来】

◇ 居住環境の向上
◇ 災害時の対応力向上
◇ 共同仲介、合同管理センター
◇ 契約書等標準化、電子化の推進

競争

熊本地震

被災者支援

協働

社団設立

自主事業

会員関連事業

行政協力行政業務受託

明和不動産管理

トムス

中村不動産開発 やましょう不動産

明和不動産

キューネット

ニコニコ不動産

コスギ不動産

豊不動産

トヨオカ地建
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8

活動状況（居住支援協議会）

セミナー

相談員育成

住替え相談会
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9

活動状況（熊本県賃貸住宅経営者協会）

被災者相談

社団設立

コールセンター
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10

居住支援の共創

２．居住支援と災害対応の共創の複合

災害対応の共創

熊本市居住支援協議会

・あんしん住替え支援サイト
・あんしん住み替え相談会、

電話相談
・相談育成講座
・シンポジウム開催
・保証人不在者支援

熊本県賃貸住宅経営者協会

・情報提供、セミナー、相談会
・相談員派遣、災害対応、

調査協力、行政委員
・指定管理、災害時業務補助
・書式標準化・電子化、

共同仲介、合同更新センター

【住宅確保要配慮者支援事業】（熊本市社会福祉協議会）
仮設住宅退去後、通常の賃貸借契約が困難な被災者への支援

●熊本市社会福祉協議会 ●熊本市居住支援協議会
●熊本県弁護士会（高齢者・障害者に関する委員会）
●熊本市民生委員児童委員協議会 ●熊本市保護管理援護課
●全国賃貸住宅経営者協会連合会熊本県支部
●熊本市復興総室住まい支援班 他

共
創
の
複
合
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3．その後の共創の場面の増加

11

●行政：住宅政策に関する官民の共創
→ 意見交換・情報共有・政策提言・調査協力

（熊本県、熊本市他自治体）

●住宅：行政・不動産関連団体との共創
→ 平時からの災害対応準備

（熊本県、熊本市、宅建協会、全日本不動産協会）

●福祉：住宅確保要配慮者居住支援における共創
→ 保証人不在入居者支援

（熊本市社協、熊本市居住支援協議会、民児協、弁護士他）

●仕業：相続や法務等に関する相談対応における共創
→ 社団賛助会員

（弁護士、司法書士、税理士、建築士、金融、建設他）

●地域：高齢者障がい者等住宅確保要配慮者の居住支援における共創
→ 住替え相談対応・残置物処分モデル契約条項普及

（居住支援協議会、熊本市社協、弁護士、家賃債務保証会社他）
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4．新たな共創の取組

12

●高齢者等の賃貸住宅への円滑な入居のための支援
（国土交通省住まい環境整備モデル事業）

住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居円滑化に向けた「モデル契約条項」
の取組みを進めるための方策や保険商品開発の検討を行う

【共創者】・熊本県 ・熊本市 ・熊本市居住支援協議会 ・法律事務所
・熊本県居住支援法人連絡会 ・家賃債務保証会社 ・保険会社
・残置物処分業者 ・（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会

●「ぼうさいこくたい2024 in熊本」への出展

内閣府・防災推進協議会等が主催する「ぼうさいこくたい2024 in熊本」
に出展し、熊本地震の経験をセッション及びブース展示で伝える

【共創者】・熊本市居住支援協議会 ・熊本市社協 ・法律事務所
・自立支援法人 ・（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会
・（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会

●公営住宅指定管理業務受託
複数の自治体の公営住宅指定管理業務において、入退去管理や見守り、保守

点検、修繕工事等を行う中で様々な関係者と共創を実施
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4．新たな共創の取組

13

●コロナ失職者のための緊急的な住いの確保支援

失職等により、社宅や賃貸住宅を退去せざるを得ない方々に対し、一定期間、
住まいの無償提供と就労支援を行うことにより、就労・自立へスタート（歩み）
を支援する取組

（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会会員が物件を提供し、各共創者が就労・
自立支援を行う

【共創者】・熊本市居住支援協議会 ・熊本市社会福祉協議会
・熊本県居住支援法人 ・（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会

●引越しワンストップサービスを目指して（契約書等様式統一）

引越しの際、様々な行政機関や民間事業者に対して、氏名や新住所等の情報
を個別に届け出る必要があり、申込者だけでなく事業者の負担も大きい

不動産窓口で取得した情報を電気・ガス等のライフラインやマイナポータル
を介した各種行政手続きと連携させるシステム構築を検討する

【共創者】 ・ 自治体 ・（一社）熊本県賃貸住宅経営者協会会員
・ プラットフォーム事業者 ・ライフライン事業者
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5．将来の共創支援について

14

“今後の社会状況の変化や年代や地域による居住に関する
考え方の違いを踏まえた居住支援の必要性について“

国立社会保障・人口問題研究所は2050年には単身世帯が44.3％、
2,330万世帯になるとの推計を発表

警察庁集計で独居高齢者死亡が年間6万8千人と推計されると発表

このような居住形態の増加は今後の大きな社会課題となる
→ 単身世帯、特に高齢単身世帯を今以上に意識した対応をして

行くためには共創支援が必須

様々なプレーヤーが互いの垣根を越えて、目標を共視し、共創支援
を強化することで、単身世帯の不安や孤独感を軽減し、「ひとり暮ら
しもいいものだ」と少しでも感じていただけるような社会を目指す
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6．まとめ

15

●各セクターがそれぞれ個別の役割・貢献するというよりは
共創仲間全体として行動する
→ 同じ方向を向いた（共視）個々の力が合さり、大きな力へ

●居住支援の仲間が被災者と同じ方向を向いて共創する
→ 共通の目標（被災者支援）に向かって協力することで、

お互いの信頼に繋がり、一体感や共感・絆が生まれる

●平時の地域での暮らし、都市での暮らしの中での共創が災害時
の安心な暮らしに繋がる
→ 地域コミュニティ維持向上、見守り等の取組

●良き伴走者としての支援とは対象者の想い、希望を共に考え、
共に行動し、創造する
→ 無理に引っ張ったり、押したりせず一緒に行動

●垣根を越えて地域価値を共創する仲間を創りましょう
→ 本日のシンポジウムを通じて新たな共創仲間を

48



垣根を越えて

垣根（境界）を越えましょう

垣根（境界）は人が作るもの（自然には存在しない）
…どこからが東京都か、どこからが関東地方か

☆自治体内部の部署間の垣根を越えて

☆民間の業界・業種間の垣根を越えて

☆自治体と民間団体間の垣根を越えて

※人が作ったものは人が無くすことが可能
垣根を低くし、越えて行くためには
共創がキーワードとなる

→ 共創仲間と垣根を越えましょう

16
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「地域価値共創プラットフォーム」の立ち上げ等
について

国土交通省 不動産・建設経済局 参事官 (不動産管理業)
中野 晶子

ご案内



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「地域価値共創プラットフォーム」の立ち上げについて
～不動産を活用して地域価値共創に取り組む事業者等の

ネットワーク作りの場の創出～

国土交通省 不動産・建設経済局

参事官 中野晶子

令和６年９月６日



「地域価値共創プラットフォーム」の立ち上げについて①

立ち上げの趣旨

✔居心地がよい日常の「くらし」の実現には、各地域に住まい、集う多様な産業分野や地域づくりの
担い手が連携しながら、 地域の新たな価値や可能性を創造していく 「共創」の取組が必要。

✔不動産業者・不動産管理業者は人々の暮らしを支える身近な存在であり、「共創」の取組の中心となり得る。

⚫ 近年、利用目的のない空き家の数が大きく増加しており、空き家の利活用等について、不動産業者・不
動産管理業者のノウハウの発揮が期待される。官民一体となって空き家対策に取りくんでいくため、本

年６月に「不動産業による空き家対策推進プログラム」を公表

⚫ 令和４年より、地域の関係者と連携して地域づくりに取り組む不動産業者・不動産管理業者等を

「地域価値を共創する不動産業アワード」で表彰

「不動産業による空き家対策推進プログラム」の
一環として、地域価値共創に関する知と経験の
集積・ネットワークの構築の場として「地域価値
共創プラットフォーム」を立ち上げる。

挑戦してみようとする事業者等の「チャレン
ジ」を後押しし、地域価値共創の取組の

波及を目指す！

＜国土交通省によるこれまでの取組＞

☑空き家問題をはじめとする地域の課題は様々
☑地域価値共創の取組をしたいが、どのように
始めたらよいか分からない

先進的事例からの知識・経験・ノウハウの共有
による学びが求められている



ｃ

「地域価値共創プラットフォーム」の立ち上げについて②

今後の活動予定

※令和７年度以降の具体的な活動内容は、今後アワード受賞者や自治体等へのヒアリングを行い検討。
○「地域価値共創メールマガジン」の配信（月１回程度）
・ 不動産業アワード受賞者等によるイベント開催のお知らせ
・ アワード受賞事例の詳細についてのインタビュー記事
・ 行政（国、地方公共団体）からの情報提供（空き家利活用のための補助メニューや制度の紹介）
・ 空き家の利活用に向けた不動産業者・不動産管理業者等の取組の紹介 等

プラットフォーム加入者からお寄せいただく情報を積極的に発信していきます！
（メールマガジン内で情報受付URLをお知らせ予定）

○地域価値共創に取り組む関係者どうしのリアルな交流の場・機会の創出
・ 空き家対策に取り組む意欲のある地方公共団体と不動産事業者・不動産管理業者等のマッチングを
目的としたセミナーを全国ブロック別に開催予定（令和６年秋以降）

・ 第３回不動産業アワード表彰式にあわせて、プラットフォーム加入者の交流会を開催予定（令和７年５月頃）

○不動産業アワード受賞者、応募者
○地域価値共創の取組に関心のある不動産業
者・不動産管理業者等

○不動産オーナー
○NPO法人・団体
○地方公共団体 等
地域価値共創の取組に関心のある方は、
どなたでもご参加いただけます！

「国土交通省 地
域価値共創プ
ラットフォーム」で
検索。登録フォー
ムからお申し込
みいただけます。
（R6.9.2~)

加入対象者 加入方法



④不動産ＤＸにより業務を効率化し、担い手を確保

・ＩＴ重説や書面電子化の制度を活用して業務を省力
化しようとする不動産業者に活用支援ツールを提供

・契約や行政の手続における一括入力支援を推進

流
通
に
適
し
た
空
き
家
等
の

掘
り
起
こ
し

①所有者への相談体制の強化

・空き家利活用に関し､他業への取次含め､総
合的に所有者へ助言する相談サービスの強化

・所有者が空き家所在地から離れていても相
談可能な体制（各地の窓口の広域連携）

①空き家等に係る媒介報酬規制の見直し

・低廉な空き家等（物件価格800万円以下）
の売買に係る報酬上限を引上げ

・長期の空き家等の賃貸借につき、貸主から
の報酬上限額を引上げ

空
き
家
流
通
の
ビ
ジ
ネ
ス
化
支
援

③媒介業務に含まれないコンサルティング業務の促進

・空き家の媒介に先立って不動産業者が提供可能なサ
ービス※の認知度向上、媒介報酬規制との関係明確化
※ 空き家活用上の課題の整理、権利調整に係る助言、活用策の提案など

・空き家のコンサルタントの検索サイト、コンサル業
務を支援する事例サイトや協議体の創設

②「空き家管理受託のガイドライン」の策定･普及

・活用相談から売買等の媒介まで一体で支援
可能な不動産業者が｢管理｣を受託する場合の
｢標準的なルール｣を定め、管理の受託を促進

②不動産業における空き家対策の担い手育成

・空き家専門家の育成に係る業界研修の充実

・高度な空き家活用に知見･経験を有する関係
者とのネットワーク形成

③地方公共団体との連携による不動産業の活動拡大

・「空家等管理活用支援法人」に不動産業関係団体を
指定しやすい環境づくり、市区町村からの指定促進

・地方公共団体の強みと民間ノウハウを活かした地
域活性化モデル事業への支援と横展開

④官民一体となった情報発信の強化

・空き家所有者向けに、早期利活用の必要性や利活
用事例等の情報提供を充実

・空き家への移住や利活用の検討者向けに、空き家
を利活用した住まい方やライフスタイルの情報提供

｢不動産業による空き家対策推進プログラム｣について
～地域価値を共創する不動産業を目指して～



第３回地域価値を共創する不動産業アワード 概要

〇第３回における変更点
・応募する部門に悩むことなく気軽に応募できる形として部門分
けをなくす

※第２回の部門① 一般部門、②サブリース部門、③空き家部門

・より多くの方に応募いただけるよう、応募期間を２ヶ月から3ヶ月
に延長

変
更
内
容
（
案
）

審
査
基
準

【募集対象等】
◆ 「場の提供者」として地域の関係者と共創して地域づくりやコミュニティづくりに取り組む不
動産業者（不動産の売買・賃貸・仲介等を業とするもの）及び不動産管理業者（不
動産の管理を業とするもの）並びにそれら事業者を含む協議会等の団体による、地方
公共団体や住民、他業種の方等と共に、不動産を活用して、地域において新たな価
値を創造する活動
◆不動産のオーナー・地方公共団体については、不動産業者等との連名で応募可能
◆不動産の用途は問わない
◆ 応募者のうち総合的な評点が最も高い１件を「アワード大賞」として表彰するほか、優
秀な活動を「優秀賞」として表彰する

【審査基準】
①先進性：地域において新たな価値を生み出す先進的な取組であること

②共創性：地域の関係者が適切な役割分担の下で活動し、地域課題解
決等の具体的成果につながっていること

③地域活性化：地域づくり・コミュニティづくりや、それらを担う人材の育成に
寄与していること

【目的】
（１）地方公共団体や住民、他業種の方等と共に地域づくりやコミュニティづくりに取り組み、新たな地域価値を

共創する不動産業者や不動産管理業者を不動産・建設経済局長が表彰する。受賞により取組の更なる
発展を図るとともに、地域価値共創のモデルとして業界団体等と連携して横展開を目指す。

（２）不動産業者や不動産管理業者が、新たな地域価値を共創する中で、空き家等低未利用不動産の有効
活用、中心市街地等活性化、住宅確保要配慮者等の居住支援、防災・防犯等地域の安全・安心の確
保、デジタル社会への移行など、地域課題や社会課題の解決に貢献していることを広く発信。

目
的

募
集
内
容

令和６年９月２日～ 募集開始
11月22日 エントリー締切
12月６日 応募書類提出締切
12月～1月下旬 １次審査（書類審査）

令和７年２月～
～５月中下旬

・最終審査（選定委員会による審査）
・審査・選定結果通知及び受賞対象者の発表
・表彰式

今
後
の
予
定
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第１回 地域価値を共創する不動産業アワード 受賞者

株式会社エンジョイワークス

共感投資プラットフォーム
「ハロー！RENOVATION」
を活用した空き家・遊休不動産の再生

暇と梅爺株式会社

すみだ八島花（やつしまはな）文化創造区、
創出のための老朽築古物件リノベマッチング
事業

株式会社まちづクリエイティブ

MAD Cityプロジェクト

有限会社エステートイノウエ

地域共生で笑顔になれる住まいの支援

一般社団法人熊本県賃貸住宅経営者協会

被災者支援で感じた「競争」から「共創」への転換、
そして一般社団設立による更なる活動の展開

小田急バス株式会社、株式会社ブルースタジオ

住居専用地域内バスターミナルの
コミュニティーハブ化事業

一般社団法人全国古家再生推進協議会

－『あなたの投資で社会が良くなる』 －
空き家（古家）の再生で『四方よしビジネス』を
全国に広める

ありあけ不動産ネット協同組合

有明圏域定住自立圏における空き家・空き地
相談窓口運営及び、行政・企業・地域住民が
連携した空き家予防啓発活動

株式会社三好不動産
誰一人取り残さない社会へ～「場の提供者」
として地域に住まう方のお困りごと支援、
及びお困りの「場」へ学生ボランティアと
共に赴き災害復旧復興支援、こども食堂支援～

千島土地株式会社

北加賀屋クリエイティブ・ビレッジ構想
～創造的なまちづくりへの挑戦～

特別
賞

特別
賞

アワード大賞

優秀賞（中心市街地・農村活性化部門）

優秀賞（安全・安心部門）

優秀賞（担い手育成部門）

特別
賞

優秀賞（低未利用不動産の有効活用部門）

優秀賞（居住・生活支援部門）

優秀賞（イノベーション部門）

※赤枠は空き家を活用したもの 164



NPO法人福岡ビルストック研究会 「九州DIYリノベWEEK」

株式会社プライム

「絶対に見捨てない！
不動産・行政・NPOの連携による住宅弱者への取り組み」

ビーローカル・パートナーズ

「昭和なまちのバイローカルムーブメント
〜良き商いを守り育てる〜」

株式会社巻組

「DAO型シェアハウス Roopt DAO」

omusubi不動産

「挑戦する人の船出を後押しする、
コ・クリエイティブ・スペース『せんぱく工舎』」

株式会社上原不動産、株式会社ARCH

「まちづくりと居住支援がともに
成り立つ社会を目指す」

株式会社タウンキッチン

「JR中央線高架下を活用した創業支援施設群
『コウカシタ・ヒガコインキュベーション』」

株式会社ハチノジ

「地域の空家を活用して世界中から
来る留学生向けに多文化共生型
（国際交流）シェアハウスの提供」

中央グリーン開発株式会社

「新規分譲地の開発要件であった「集会
所施設の設置」を新旧住民が緩やかに
つながる『まちのコミュニティ拠点』へ」

優秀賞（一般部門）

優秀賞（サブリース部門）

優秀賞（一般部門）

優秀賞（空き家部門）

九州を中心とする24の地域において、「不動産業者」「不動産管理業者」「不動産所有者」 「建築
士」「宅建士」「公務員」「大学講師」「学生」「医師」等の多様なリーダーが主体となり、活動視察など
を通じた情報共有を図りながら、DIYを取り入れた休眠不動産の再生と地域活性化を目指す「DIY
リノベ」活動を10年にわたって行い、老朽不動産に付加価値を与え、雇用や移住者の増加など地
域の社会課題解決に貢献する成果を上げてきた。

第２回 地域価値を共創する不動産業アワード 受賞者

アワード大賞

特別賞

優秀賞（サブリース部門）

特別賞

特別賞

※赤枠は空き家を活用したもの 165



入会のご案内


